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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自平成28年
４月１日

至平成28年
９月30日

自平成29年
４月１日

至平成29年
９月30日

自平成30年
４月１日

至平成30年
９月30日

自平成28年
４月１日

至平成29年
３月31日

自平成29年
４月１日

至平成30年
３月31日

営業収益 （百万円） 97,558 101,673 110,438 249,675 214,273

経常利益 （百万円） 3,705 710 891 1,825 1,999

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 3,169 5,070 4,012 3,092 5,759

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,832 8,565 4,331 5,393 9,921

純資産額 （百万円） 36,851 46,977 52,663 38,412 48,333

総資産額 （百万円） 213,308 211,224 217,236 220,023 232,789

１株当たり純資産額 （円） 1,820.84 2,321.99 2,633.16 1,894.61 2,387.55

１株当たり中間（当期）純

利益
（円） 158.48 253.54 200.63 154.61 287.95

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 17.1 22.0 24.2 17.2 20.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △5,869 △5,200 △9,392 23,372 6,376

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △936 △1,751 △1,214 △7,191 △8,416

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △13,280 1,489 △10,271 △19,071 12,976

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 5,788 17,520 13,040 22,983 33,920

従業員数
（人）

2,153 2,126 2,429 2,139 2,105

[外、平均臨時雇用人員] [1,565] [1,596] [1,676] [1,596] [1,627]

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含みます。）であり、臨時従業員数は［ ］内に中間連結会計期間（年間）平均人員を外数

で記載しております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当中間連結

会計期間の期首から適用しており、第12期中間連結会計期間、第13期中間連結会計期間、第12期連結会計年

度及び第13期連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自平成28年
４月１日

至平成28年
９月30日

自平成29年
４月１日

至平成29年
９月30日

自平成30年
４月１日

至平成30年
９月30日

自平成28年
４月１日

至平成29年
３月31日

自平成29年
４月１日

至平成30年
３月31日

営業収益 （百万円） 94,612 100,005 108,637 244,614 210,407

経常利益 （百万円） 3,588 793 774 430 831

中間（当期）純利益 （百万円） 3,190 5,304 578 2,305 5,347

資本金 （百万円） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 （千株） 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

純資産額 （百万円） 37,125 41,546 42,167 36,241 41,588

総資産額 （百万円） 203,606 201,000 201,831 208,507 221,576

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 18.2 20.7 20.9 17.4 18.8

従業員数
（人）

679 668 680 661 666

[外、平均臨時雇用人員] [187] [193] [193] [188] [195]

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時従業員数は［ ］内に中間会計期間（年間）平均人員を外数で記載しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当中間会計

   期間の期首から適用しており、第12期中間会計期間、第13期中間会計期間、第12期事業年度及び第13期事

   業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっておりま

   す。

 

２【事業の内容】

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 なお、当中間連結会計期間における当社の主要な関係会社の異動については、後記「３ 関係会社の状況」に記載

しております。
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３【関係会社の状況】

 当中間連結会計期間において、当社の連結子会社である阪神高速技研㈱がアイテック関西㈱の発行済株式の全てを

平成30年４月２日付で取得し、同日社名を㈱阪神ｅテックに改め、当社グループが保有する議決権が100％となった

ため、同社は当社の連結子会社となりました。また、平成30年３月31日時点において当社の持分法適用関連会社で

あった㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱は、発行済株式の一部を自己株式として平

成30年６月27日付で取得し、当社グループが保有する議決権がそれぞれ100％となったため、これらの持分法適用関

連会社は当社の連結子会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業の

内容

議決権の

所有割合

（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱阪神ｅテック

大阪市

西区
10 高速道路事業

100

（100）

電気通信設備に係る設計業務を実施しており

ます。

資金援助       なし

役員の兼任等   当社従業員１名

設備の賃貸借   なし

（連結子会社）

㈱情報技術

大阪市

中央区
20 高速道路事業

100

（100）

システムに係る運用管理等業務を実施してお

ります。

資金援助       なし

役員の兼任等   なし

設備の賃貸借   なし

（連結子会社）

㈱テクノ阪神

大阪市

西区
20 高速道路事業

100

（100）

機械設備に係る保全点検・維持修繕業務を実

施しております。

資金援助       なし

役員の兼任等   なし

設備の賃貸借   なし

（連結子会社）

㈱ハイウエイ管制

大阪市

西区
40 高速道路事業

100

（100）

電気通信設備に係る保全点検・維持修繕業務

を実施しております。

資金援助       なし

役員の兼任等   なし

設備の賃貸借   なし

（連結子会社）

阪神施設調査㈱

大阪市

西区
20 高速道路事業

100

（100）

建物に係る保全点検・維持修繕業務を実施し

ております。

資金援助       なし

役員の兼任等   なし

設備の賃貸借   なし

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．上記連結子会社のうち、特定子会社には該当するものはありません。

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

高速道路事業 2,139

[1,431]受託事業

その他
88

[180]

全社（共通）
202

[65]

計
2,429

[1,676]

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含みます。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。

２．高速道路事業及び受託事業については、両事業を一体的に取り扱っていることから、一括して記載しており

ます。

３．全社（共通）には、特定のセグメントに区分できない経営企画、総務、人事等の部署に所属している従業員

数を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成30年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

高速道路事業 465

[124]受託事業

その他
13

[4]

全社（共通）
202

[65]

計
680

[193]

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２．高速道路事業及び受託事業については、両事業を一体的に取り扱っていることから、一括して記載しており

ます。

３．全社（共通）には、特定のセグメントに区分できない経営企画、総務、人事等の部署に所属している従業員

数を記載しております。

 

(3）労働組合の状況

   労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等並びに当社グループの事業上及び

財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありません。また、新たに定めた経営方針・経営戦略等又は経営上

の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等若しくは新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題もあり

ません。

 

２【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業等のリスクについて、新たな発生はありません。また、前事業

年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績

等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

 当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、景気は緩やかに回復しまし

た。関西経済についても、台風21号による経済活動面への影響がみられるものの、輸出や設備投資が増加すると

ともに、個人消費も緩やかに増加するなど、景気は緩やかに拡大しました。

 このような経営環境の中、当社グループは「先進の道路サービスへ」というグループ理念のもと、「阪神高速

グループビジョン2030」の実現に向けた具体的な取り組みを示す「中期経営計画（2017～2019）」の２年目を迎

え、お客さまにより一層の満足をお届けするための各種取り組みを盛り込んだ「お客さま満足アッププラン

2018」の策定や、業務の生産性や品質の向上を目指して「働き方改革」を推進するなど、安全・安心・快適の追

求を通じてお客さまの満足を実現し、関西のくらしや経済の発展に引き続き貢献すべく事業の着実な展開に努め

てまいりました。

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は110,438百万円（前年同期比8.6％増）、営業利益は708百万円

（同11.7％増）、経常利益は891百万円（同25.5％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は4,012百万円（同

20.9％減）となりました。

 セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

（高速道路事業）

 高速道路事業につきましては、ネットワーク整備を推進するとともに、営業延長260.5㎞にわたる阪神高速道

路の適正かつ効率的な管理に努めてまいりました。

 特に、お客さまに最高の安全と安心を提供するため、リニューアル工事として、15号堺線玉出入口においてコ

ンクリート床版取替を実施するなど、構造物の長寿命化に向けた大規模更新・修繕事業を進めてまいりました。

 また、「お客さま満足アッププラン2018」の取り組みでは、企画割引「阪神高速ＥＴＣ乗り放題パス（『2018

SUMMER-AUTUMN』）」の販売をはじめ、パーキングエリアの充実、Twitterによる情報提供の開始など、お客さま

サービスの向上に継続的に努めてまいりました。

 高速道路通行台数は、平成30年７月豪雨や台風21号等の相次ぐ自然災害の影響等により、一日当たり75.7万台

（前年同期比0.2％減）となりました。また、料金収入は93,888百万円（同1.4％増）となりました。

 高速道路の新設・改築については、ミッシングリンクの解消に向け、大和川線（鉄砲～三宅西）、淀川左岸線

（海老江ＪＣＴ～豊崎）、淀川左岸線延伸部、大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）及び西船場ＪＣ

Ｔの整備促進に努め、平成30年５月には、西船場ＪＣＴ改築事業において、阿波座合流区間の車線増設部を開放

しました。

 この結果、高速道路事業の営業収益は107,401百万円（同9.1％増）、営業費用は107,051百万円（同9.1％増）

となり、営業利益は349百万円（同11.9％増）となりました。

 

（受託事業）

 受託事業につきましては、大阪府道高速大和川線の工事受託等により、営業収益は743百万円（前年同期比

32.3％減）、営業費用は755百万円（同31.7％減）となり、営業損失は12百万円（前年同期は営業損失7百万円）

となりました。
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（その他）

 その他の事業につきましては、休憩所等事業、駐車場事業、道路マネジメント事業等を展開しました。

 この結果、その他の事業の営業収益は2,358百万円（前年同期比6.8％増）、営業費用は1,986百万円（同5.8％

増）となり、営業利益は372百万円（同12.7％増）となりました。

 

② キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益4,000百万円に加えて減価償却費3,257百万

円、売上債権の減少額2,658百万円などを計上したものの、負ののれん発生益3,144百万円、仕掛道路資産等のた

な卸資産の増加額3,068百万円、仕入債務の減少額12,896百万円などがあったことにより、9,392百万円の資金流

出（前年同期比4,192百万円の増加）となりました。

 なお、上記たな卸資産の増加額は、その大部分が道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）（以下「特措

法」といいます。）第51条第２項ないし第４項の規定に基づき工事完了時等に機構に帰属することとなる資産の

増加によるものであります。かかる資産は、中間連結貸借対照表上は「仕掛道路資産」勘定（流動資産）に計上

され、その建設には財務活動の結果得られた資金を充てております。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主として料金収受機械及びＥＴＣ装置への設備投資等に伴う固定資産

の取得による支出3,993百万円などがあったことにより、1,214百万円の資金流出（前年同期比537百万円の減

少）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入1,539百万円があったものの、長期借入金の返

済による支出8,001百万円及び道路建設関係社債償還による支出3,496百万円などがあったことにより、10,271百

万円の資金流出（前年同期は1,489百万円の資金流入）となりました。

 

 以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の中間期末残高は、13,040百万円（前年同期

比4,480百万円の減少）となりました。

 

③ 生産、受注及び販売の状況

 当社グループの各事業は、受注生産形態をとらない事業が多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金

額あるいは数量で示すことはしておりません。

 このため、生産、受注及び販売の状況については、前記「① 財政状態及び経営成績の状況」において各セグ

メントの業績に関連付けて記載しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

 経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

 なお、本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針、所感等の将来に関する事項は、当中間連結会計期

間末現在において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性が内在しており、あるいはリスクを含

んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意下さい。

① 重要な会計方針及び見積り

 当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成され

ております。決算日における資産、負債及び会計期間における収益、費用の一部について、見積りを実施する必

要があり、当該見積りについては、過去の実績や現在の状況に応じ合理的と考えられる方法によって実施してお

りますが、見積りと実績が異なる可能性があります。また、当社グループの中間連結財務諸表において採用する

重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1）中間連結財務諸表」の「中間連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の会計方針が、当社グループの中間

連結財務諸表においては重要であると考えております。

（ア）仕掛道路資産

 高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧の結果生じた資産は、当社グループの中間連結財務諸表におい

て「仕掛道路資産」勘定（流動資産）に計上されます。当該資産の取得原価には、建設価額に用地取得に係

る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務費、人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された

費用の額、除却工事費用等資産の取得に要した費用の額及び仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息

のうち、当該資産の工事完了の日までに発生したものを計上しております。

 なお、高速道路建設が完了したのち、かかる道路資産は上記取得原価をもって機構に帰属すると同時に、

協定に基づいて当社が当該道路資産を機構から借り受けることとなります。かかる借受けについてはオペ

レーティング・リース取引として処理し、借受けに係る資産及び負債は当社グループの中間連結財務諸表に

は計上されないこととなります。

（イ）ＥＴＣマイレージサービス引当金

 当社グループは、ＥＴＣマイレージサービス制度による高速道路通行料金割引に備えるため、マイレージ

ポイント発生見込額を計上しております。

（ウ）退職給付債務及び費用

 従業員の退職給付債務及び費用は、数理計算上で設定される諸前提条件に基づいて算出しております。こ

れらの前提条件には、割引率、退職率、死亡率及び長期期待運用収益率などが含まれます。実際の結果が前

提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、退職給付債務及び費用に影響する可能性がありま

す。

 

② 経営成績の分析

（ア）当連結会計年度の経営成績等

ａ営業収益

 当中間連結会計期間における営業収益は、合計で前年同期比8.6％増の110,438百万円となりました。これ

をセグメント別にみると、高速道路事業については、通行台数増加及び近畿圏の新たな高速道路料金の導入

による影響等により、料金収入は93,888百万円、道路資産の完成、引渡しによる道路資産完成高13,091百万

円等を合わせて高速道路事業営業収益は107,401百万円となり、受託事業については、大阪府道高速大和川

線の工事受託等により743百万円、その他の事業については2,358百万円となりました。

ｂ営業費用及び営業利益

 当中間連結会計期間における営業費用は、合計で前年同期比8.6％増の109,729百万円となりました。

 セグメント別にみると、高速道路事業については、協定に基づく機構への賃借料（注）の支払い72,528百

万円、道路資産完成原価13,091百万円、業務委託費、維持補修費を中心とした管理費用21,431百万円による

高速道路事業営業費用107,051百万円、受託事業における受託事業営業費用755百万円、その他の事業の営業

費用1,986百万円であります。

 これらの営業費用を差し引いた結果、当中間連結会計期間における営業利益は、前年同期比11.7％増の

708百万円となりました。セグメント別では、高速道路事業の営業利益は349百万円、受託事業の営業損失は

12百万円、その他事業の営業利益は372百万円となりました。

（注）「協定に基づく機構への貸付料」は、変動貸付料制に基づく額を計上しており、実績収入が上期計

画収入の１％に相当する金額を加えた金額を上回ったことに伴い29百万円増額されました。
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ｃ営業外損益及び経常利益

 当中間連結会計期間の営業外収益は、持分法による投資利益122百万円等により188百万円となりました。

 また、当中間連結会計期間の営業外費用は、寄付金４百万円等により６百万円となりました。

 これらの営業外損益を計上した結果、当中間連結会計期間における経常利益は、前年同期比25.5％増の891

百万円となりました。

ｄ特別損益及び税金等調整前中間純利益

 当中間連結会計期間の特別利益は、負ののれん発生益3,144百万円等の計上により3,145百万円、特別損失は

固定資産除却費22百万円等の計上により35百万円となりました。

 これらの特別損益を計上した結果、当中間連結会計期間における税金等調整前中間純利益は、前年同期比

45.7％減の4,000百万円となりました。

ｅ親会社株主に帰属する中間純利益

 当中間連結会計期間の親会社株主に帰属する中間純利益は、法人税等△12百万円を計上した結果、前年同期

比20.9％減の4,012百万円となりました。

 

（イ）経営成績に重要な影響を与える要因

ａ高速道路事業の特性について

 高速道路事業においては、高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）及び独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）（以下「機構法」といいます。）の規定により、機構と平成18

年３月31日付で締結した協定並びに特措法の規定による同日付事業許可に基づき、機構から道路資産を借り受

けたうえで道路利用者より料金を収受し、かかる料金収入から機構への賃借料及びその他の道路事業にかかる

管理費用の支払いに充てております。

 このような協定及び事業許可において、高速道路の公共性に鑑み当社が収受する料金には当社の利潤を含め

ないことを前提としております。なお、事業年度によっては、料金収入、管理費用等の当初計画と実績との乖

離により、利益又は損失が計上される場合があります。

 また、高速道路事業においては、交通量の季節的な変動により上半期が下半期よりも収入が大きく、他方、

補修工事等の完成が下半期に多いことから、管理費については下半期が上半期よりも大きくなる傾向にありま

す。

ｂ機構による債務引受け等について

 当社は、特措法に基づき行う高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧を事業の一つとしており、また、当

社が行うべき新設、改築、修繕又は災害復旧の対象となる高速道路は、協定の定めによるところであります

が、機構は、機構法第15条第１項に従い、当社が新設、改築、修繕又は災害復旧を行った高速道路に係る道路

資産が特措法第51条第２項ないし第４項の規定により機構に帰属する時において、機構法第14条第１項の認可

を受けた業務実施計画に定められた機構が当社から引き受ける新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に

係る債務の限度額の範囲内で、当該高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために当

社が負担した債務を引き受けることとされております。

 当社と機構は、四半期分の債務引受けにつき借入金債務及び債券債務を原則として弁済期日が到来する順に

当該四半期の翌四半期の最初の月の中旬までに一括して選定することや、債務引受けは重畳的債務引受けの方

法によること等について確認しております。

 なお、高速道路にかかる道路資産が機構に帰属し、当該資産に対応する債務が機構に引き受けられた際に

は、かかる資産及び債務は当社の連結財務諸表及び財務諸表に計上されないこととなり、債務返済の履行につ

いては機構が主に行うこととなりますが、当該債務については、当社と機構とが連帯して債務の弁済の責を負

うものとされております。

 また、阪神高速道路公団（以下「阪神公団」といいます。）の民営化に伴い当社及び機構が承継した阪神公

団の債務の一部について、当社と機構との間に、連帯債務関係が生じております（日本道路公団等民営化関係

法施行法（平成16年法律第102号）（以下「民営化関係法施行法」といいます。）第16条）。

 

（ウ）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況については、前記「(1) 経営成績等の状況の概要 

② キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり、必要とする資金の調達は、道路料金の徴収等の営業

活動のほか、機構からの無利子借入れを通じて実施いたしました。

 当社グループの今後の資金需要として主なものは、協定に基づく機構への賃借料に加え、特措法第51条第２

項ないし第４項の規定に基づき工事完了時等に機構に帰属することとなる資産の建設資金及び事業用設備に係

る設備投資資金であり、かかる資産及び設備の概要については後記「第３ 設備の状況」に記載しておりま

す。
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４【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

 当社グループにおける研究開発活動は、高速道路事業に係る技術に関する研究であり、都市内の高速道路に求めら

れる維持管理が容易な都市高速道路の建設技術の研究開発、長期の供用を実現するための健全性評価、長寿命化並び

に修繕・更新技術の研究開発、走行安全性及び快適性の向上のための新技術の開発、並びに南海トラフ地震などの巨

大地震に対する減災対策に取り組んでおります。

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、73百万円であります。
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第３【設備の状況】
 当社グループの行う高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧の結果生じた仕掛道路資産は、当社グループの中間連

結財務諸表及び中間財務諸表において「仕掛道路資産」勘定（流動資産）に計上されますが、特措法第51条第２項ない

し第４項の規定に基づき、当該高速道路の工事完了時等においては機構に帰属することとなり、かかる機構への帰属以

降は当社グループの資産としては計上されないこととなります。また、機構に帰属した道路資産は、民営化関係法施行

法第14条第３項の認可を受けた実施計画の定めるところに従い機構が阪神公団から承継した道路資産と併せ、協定に基

づき当社グループが機構から借り受けます（以下、本「第３ 設備の状況」において、かかる機構から当社グループが

借り受ける道路資産を「借受道路資産」といいます。）。借受道路資産は、当社グループの資産としては計上されてお

りません。

 下記「１ 借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備」においては、借受道路資産以外の設備の状況について記載

しており、借受道路資産の状況については、後記「２ 道路資産」において記載しております。なお、仕掛道路資産は

当社グループの設備ではありませんが、その状況について、「２ 道路資産」において併せて記載しております。

 

１【借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備】

(1）主要な設備の状況

① 提出会社

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

② 国内子会社

 当中間連結会計期間において、㈱阪神ｅテック、㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設

調査㈱が新たに連結子会社になったことにより、各社の設備が主要な設備に加わりました。当該設備の状況は、

以下のとおりであります。

平成30年９月30日現在

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数

（人）
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬

具

土地

（面積

千㎡）

リース

資産

ソフト

ウェア
その他 合計

㈱阪神ｅテック
本社

（大阪市西区）
高速道路事業 本社内装等 1 －

3

(0)
－ － 1 5

8

<1>

㈱情報技術
本社

（大阪市中央区）
高速道路事業 本社内装等 20 0

－

(－)
－ － 9 31

77

<23>

㈱テクノ阪神
本社

（大阪市西区）
高速道路事業 本社内装等 2 3

－

(－)
－ 1 1 9

65

<7>

㈱ハイウエイ管制
本社

（大阪市西区）
高速道路事業 本社内装等 5 －

－

(－)
23 0 44 72

102

<13>

阪神施設調査㈱
本社

（大阪市西区）
高速道路事業 本社内装等 2 －

－

(－)
8 1 2 13

26

<1>

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、主として工具、器具及び備品の合計であります。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．臨時従業員数は、<   >で外書きしております。

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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２【道路資産】

(1）主要な道路資産の状況

 当社グループは、当中間連結会計期間において、協定における大阪府道高速大和川線等の新設、沿道環境対策等

の改築及び舗装等の修繕等を通じ総額15,824百万円の仕掛道路資産の建設を行いました。

 また、当中間連結会計期間において機構に帰属し、借受道路資産として当社が借り受けることとなった道路資産

は、総額13,091百万円であり、その内訳は下記のとおりであります。

 

路線・区間等 帰属時期（注１）
道路資産価額（百万円）

（注２）

大阪府道高速大阪池田線等

に関する協定

修繕
平成30年６月 5,098

平成30年９月 4,220

特定更新等工事
平成30年６月 1,789

平成30年９月 51

信濃橋渡り線（仮称）

（大阪市西区西本町～同市同

区江戸堀）（改築）

平成30年５月 1,869

京都市道高速道路１号線等

に関する協定
修繕

平成30年６月 48

平成30年９月 13

合計 13,091

 （注）１．仕掛道路資産が機構に帰属し、借受道路資産となった時期を記載しております。

２．道路資産価額には、消費税等は含まれておりません。

 

一方、当連結会計年度の年間賃借料は、阪神圏が142,077百万円、京都圏が2,919百万円、合計144,997百万円と

なっております。また、年間賃借料は、協定の規定により、各連結会計年度の料金収入の金額に応じて変動する

場合があります。なお、年間賃借料には消費税等は含まれておりません。

 

 

(2）道路資産の建設、除却等の計画

   当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した道路資産にかかる重要な建設計画について、重要な

変更はありません。

 

EDINET提出書類

阪神高速道路株式会社(E04372)

半期報告書

12/62



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年12月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000 非上場

株主としての権利内

容に制限のない標準

となる株式であり、

単元株式数は100株

であります。

計 20,000,000 20,000,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年９月30日
－ 20,000,000 － 10,000 － 10,000
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(5)【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

財務大臣 東京都千代田区霞が関３丁目１番１号 9,999,996 50.0

大阪府 大阪市中央区大手前２丁目 2,876,722 14.4

大阪市 大阪市北区中之島１丁目３番20号 2,876,722 14.4

兵庫県 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 1,827,287 9.1

神戸市 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 1,827,287 9.1

京都府 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 295,993 1.5

京都市
京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町

488番地
295,993 1.5

計 － 20,000,000 100.0

 

(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,999,500 199,995

株主としての権利内容

に制限のない標準とな

る株式

単元未満株式 普通株式        500 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 199,995 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
 
 

２【株価の推移】

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員及び執行役員の異動はありま

せん。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に準拠し、「高速道路事業等会計規則」（平成17年国土交通省令第65号）に準じて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「高速道路事業等会計規則」（平成17年国土交通省令第65号）

により作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成30年４月１日から平成30年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の中間財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。

 なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,650 13,421

高速道路事業営業未収入金 25,694 26,778

未収入金 3,105 1,661

未収還付法人税等 6 0

未収消費税等 1,333 ※３ 17

有価証券 3,500 －

仕掛道路資産 115,968 119,070

その他のたな卸資産 330 370

受託業務前払金 1,953 1,940

その他 718 3,001

貸倒引当金 △11 △6

流動資産合計 183,250 166,254

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 28,142 28,427

減価償却累計額 △12,731 △13,218

建物及び構築物（純額） 15,410 15,208

機械装置及び運搬具 50,138 51,484

減価償却累計額 △32,248 △34,075

機械装置及び運搬具（純額） 17,890 17,409

土地 3,936 4,069

リース資産 5,464 5,516

減価償却累計額 △1,357 △1,489

リース資産（純額） 4,107 4,026

建設仮勘定 1,725 2,378

その他 2,110 2,374

減価償却累計額 △1,548 △1,657

その他（純額） 562 716

有形固定資産合計 43,632 43,809

無形固定資産   

ソフトウエア 1,834 2,377

リース資産 - 4

その他 6 10

無形固定資産合計 1,841 2,392

投資その他の資産   

投資有価証券 899 641

繰延税金資産 1,864 2,259

その他 1,323 1,900

貸倒引当金 △22 △21

投資その他の資産合計 4,065 4,780

固定資産合計 49,539 50,981

資産合計 ※１ 232,789 ※１ 217,236
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 27,114 15,334

未払金 4,052 3,765

リース債務 532 567

未払法人税等 608 601

未払消費税等 339 ※３ 936

受託業務前受金 1,036 1,162

前受金 60 291

賞与引当金 1,521 1,843

その他 1,564 2,194

流動負債合計 36,831 26,697

固定負債   

道路建設関係社債 ※１ 48,495 ※１ 45,000

道路建設関係長期借入金 75,794 69,333

長期借入金 － 7

リース債務 3,508 3,365

役員退職慰労引当金 127 179

ETCマイレージサービス引当金 32 42

退職給付に係る負債 19,113 19,388

その他 552 558

固定負債合計 147,624 137,875

負債合計 184,456 164,573

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 10,000 10,580

利益剰余金 30,844 34,856

株主資本合計 50,844 55,437

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 0

退職給付に係る調整累計額 △3,094 △2,774

その他の包括利益累計額合計 △3,093 △2,774

非支配株主持分 582 －

純資産合計 48,333 52,663

負債・純資産合計 232,789 217,236
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業収益 101,673 110,438

営業費用   

道路資産賃借料 71,095 72,528

高速道路等事業管理費及び売上原価 27,239 34,171

販売費及び一般管理費 ※１ 2,702 ※１ 3,029

営業費用合計 101,038 109,729

営業利益 634 708

営業外収益   

受取利息 0 1

受取配当金 － 0

土地物件貸付料 41 24

原因者負担収入 7 6

持分法による投資利益 － 122

その他 35 33

営業外収益合計 85 188

営業外費用   

支払利息 0 0

寄付金 1 4

持分法による投資損失 6 －

その他 0 1

営業外費用合計 9 6

経常利益 710 891

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 6 ※２ 1

投資有価証券売却益 － 0

負ののれん発生益 － 3,144

厚生年金基金代行返上益 6,656 －

特別利益合計 6,663 3,145

特別損失   

固定資産除却費 ※３ 1 ※３ 22

事務所移転費用 － 12

減損損失 ※４ 6 ※４ 1

特別損失合計 8 35

税金等調整前中間純利益 7,366 4,000

法人税、住民税及び事業税 289 385

法人税等調整額 1,987 △397

法人税等合計 2,276 △12

中間純利益 5,089 4,012

非支配株主に帰属する中間純利益 18 －

親会社株主に帰属する中間純利益 5,070 4,012
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

中間純利益 5,089 4,012

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △0

退職給付に係る調整額 3,473 319

持分法適用会社に対する持分相当額 2 －

その他の包括利益合計 3,476 318

中間包括利益 8,565 4,331

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 8,547 4,331

非支配株主に係る中間包括利益 18 －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産
合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 10,000 10,000 25,085 45,085 △1 △7,191 △7,193 520 38,412

当中間期変動額          

親会社株主に帰属す
る中間純利益

  5,070 5,070     5,070

連結子会社株式の取
得による持分の増減

 －  －     －

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

    2 3,473 3,476 18 3,494

当中間期変動額合計 － － 5,070 5,070 2 3,473 3,476 18 8,565

当中間期末残高 10,000 10,000 30,156 50,156 1 △3,717 △3,716 538 46,977

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産
合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 10,000 10,000 30,844 50,844 0 △3,094 △3,093 582 48,333

当中間期変動額          

親会社株主に帰属す
る中間純利益

  4,012 4,012     4,012

連結子会社株式の取
得による持分の増減

 580  580     580

株主資本以外の項目
の当中間期変動額
（純額）

    △0 319 318 △582 △263

当中間期変動額合計 － 580 4,012 4,593 △0 319 318 △582 4,330

当中間期末残高 10,000 10,580 34,856 55,437 0 △2,774 △2,774 － 52,663
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 7,366 4,000

減価償却費 3,008 3,257

減損損失 6 1

負ののれん発生益 － △3,144

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △20

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 △69

賞与引当金の増減額（△は減少） 152 213

ETCマイレージサービス引当金の増減額（△は減少） 9 9

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △6,453 117

受取利息 △0 △1

受取配当金 － △0

支払利息 0 0

固定資産売却損益（△は益） △6 △1

固定資産除却費 1 22

投資有価証券売却損益（△は益） － △0

持分法による投資損益（△は益） 6 △122

売上債権の増減額（△は増加） 4,217 2,658

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,745 ※２ △3,068

仕入債務の増減額（△は減少） △5,500 △12,896

未払又は未収消費税等の増減額 △891 1,867

その他 △1,576 △1,707

小計 △4,412 △8,882

利息及び配当金の受取額 2 2

利息の支払額 △32 △48

法人税等の還付額 94 6

法人税等の支払額 △852 △471

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,200 △9,392

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △1,710 △3,993

固定資産の売却による収入 7 1

固定資産の除却による支出 △42 △0

投資有価証券の取得による支出 △6 △101

投資有価証券の売却による収入 － 5

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 － 2,873

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,751 △1,214

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 1,755 1,539

長期借入金の返済による支出 － ※２ △8,001

道路建設関係社債償還による支出 － ※２ △3,496

リース債務の返済による支出 △265 △305

非支配株主への配当金の支払額 △0 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,489 △10,271

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,462 △20,879

現金及び現金同等物の期首残高 22,983 33,920

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 17,520 ※１ 13,040
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数               13社

連結子会社の名称   阪神高速サービス㈱

阪神高速技術㈱

阪神高速パトロール㈱

阪神高速トール大阪㈱

阪神高速トール神戸㈱

阪神高速技研㈱

内外構造㈱

阪高プロジェクトサポート㈱

㈱阪神ｅテック

㈱情報技術

㈱テクノ阪神

㈱ハイウエイ管制

阪神施設調査㈱

 当社の連結子会社である阪神高速技研㈱が発行済株式の全てを取得したことに伴い㈱阪神ｅテックを当中間連結

会計期間より連結の範囲に含めております。また、従来、持分法適用関連会社であった㈱情報技術、㈱テクノ阪

神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱は、発行済株式の一部を自己株式として取得したことにより、当社グ

ループが保有する議決権比率がそれぞれ100％となったため、当中間連結会計期間より連結の範囲に含めておりま

す。

 

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称 阪申土木技術諮詢（上海）有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数     1社

関連会社の名称     阪神施設工業㈱

 

   従来、持分法適用関連会社であった㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱は、発行

済株式の一部を自己株式として取得したことにより、当社グループが保有する議決権比率がそれぞれ100％となった

ため、当中間連結会計期間より持分法の適用範囲から除外し、連結の範囲に含めております。

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（阪申土木技術諮詢(上海)有限公司）は、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

 すべての連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

 満期保有目的債券

 償却原価法を採用しております。

 その他有価証券

（時価のあるもの）

 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（時価のないもの）

 移動平均法による原価法によっております。
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② たな卸資産

 評価基準は主として原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

仕掛道路資産

 個別法を採用しております。

 なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務

費・人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した

費用の額を加えた額としております。

 また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建

設価額に算入しております。

その他のたな卸資産

 主として個別法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 当社は定額法、連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物     ５～60年

機械装置及び運搬具 ５～17年

その他             ５～10年

 また、阪神高速道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用年数によって

おります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間の負担額を計上して

おります。

③ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上して

おります。

④ ＥＴＣマイレージサービス引当金

 ＥＴＣマイレージサービス制度による高速道路通行料金割引に備えるため、マイレージポイント発生見込額を

計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（９～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

 また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 道路資産完成高

   工事完成基準を適用しております。

 受託業務収入

 当中間連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

 

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当中間連結会

計期間の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示する方法に変更しております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において計上していた「流動資産」の「繰延税金資産」1,098

百万円は、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」1,864百万円に含めて表示しております。

 

（中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当中間連結会計期間においては「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に表示し

ていた13百万円は、「営業外収益」の「その他」として組み替えております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

高速道路株式会社法第８条の規定により、以下の社債について、当社の総財産を担保に供しております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

道路建設関係社債 48,495百万円（額面48,500百万円） 45,000百万円（額面45,000百万円）

 

 なお、上記に加えて、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構に引き渡した道路建設関係社債126,100百万円（額面）（前連結会計年度132,600百万円

（額面））について、当社の総財産を担保に供しております。

 

 ２ 偶発債務

 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の保有する債券等に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が

阪神高速道路公団から承継した債券（国が保有している債券を除く。）に係る債務については、独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

  
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 15,000百万円 15,000百万円

 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、高速道路の新設、改築、修繕又は災

害復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡し

た額のうち、以下の金額については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負って

おります。

  
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 149,100百万円 150,600百万円

 

 なお、上記引渡しにより、以下の債務が減少しております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

道路建設関係社債 25,000百万円 3,496百万円

道路建設関係長期借入金 － 8,000

 

※３ 消費税等の取扱い

 連結子会社の仮払消費税等及び仮受消費税等は、連結子会社毎に相殺のうえ、未収消費税等又は未払消費税等と

して表示しております。
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（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

役員報酬 194百万円 304百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14 30

給料手当 853 865

賞与引当金繰入額 241 255

退職給付費用 161 148

法定福利費 215 232

地代家賃 123 193

租税公課 283 298

諸手数料 158 147

ＥＴＣマイレージサービス引当金繰入額 21 22

貸倒引当金繰入額 － △13

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自 平成29年４月１日

   至 平成29年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成30年４月１日

   至 平成30年９月30日）

機械装置及び運搬具 1百万円 1百万円

土地 5 －

計 6 1

 

※３ 固定資産除却費の内容は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自 平成29年４月１日

   至 平成29年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成30年４月１日

   至 平成30年９月30日）

建物及び構築物 0百万円 20百万円

機械装置及び運搬具 0 0

その他（工具、器具及び備品） 0 1

ソフトウエア 0 0

計 1 22
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※４ 減損損失

 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 前中間連結会計期間 （自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

 

用途 種類 場所 計上額（百万円）

休憩所施設

建物及び構築物

大阪府泉大津市

2

その他（工具、器具及

び備品）
1

農産物・海産物直売所

建物及び構築物

神戸市須磨区

0

その他（工具、器具及

び備品）
2

  （合計）   6

 

（資産のグルーピング）

 資産のグルーピングは管理会計上の区分を基礎として以下のように決定しております。

 ① 高速道路事業に使用している固定資産は、すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成してい

ることから、全体を一つの資産グループとしております。

 ② ①以外の事業用固定資産については、原則として事業管理単位毎としております。

 ③ それ以外の固定資産については、原則として個別の資産毎としております。

 

休憩所施設

（減損損失を認識するに至った経緯）

　休憩所別の営業損益が継続してマイナスとなった休憩所施設につき、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

　使用価値をもって回収可能価額を測定しております。なお、減損対象となった資産については、いずれも将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスであるため、使用価値は零と評価しております。

 

農産物・海産物直売所

（減損損失を認識するに至った経緯）

 農産物・海産物直売所は、収益性の低下により投資額の回収が困難と見込まれるため、固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

 使用価値をもって回収可能価額を測定しております。なお、減損対象となった資産については、いずれも将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスであるため、使用価値は零と評価しております。
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 当中間連結会計期間 （自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

 

用途 種類 場所 計上額（百万円）

休憩所施設 建物及び構築物 大阪市西淀川区 1

  （合計）   1

 

（資産のグルーピング）

 資産のグルーピングは管理会計上の区分を基礎として以下のように決定しております。

 ① 高速道路事業に使用している固定資産は、すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成してい

ることから、全体を一つの資産グループとしております。

 ② ①以外の事業用固定資産については、原則として事業管理単位毎としております。

 ③ それ以外の固定資産については、原則として個別の資産毎としております。

 

休憩所施設

（減損損失を認識するに至った経緯）

　休憩所別の営業損益が継続してマイナスとなった休憩所施設につき、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

　使用価値をもって回収可能価額を測定しております。なお、減損対象となった資産については、いずれも将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスであるため、使用価値は零と評価しております。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 20,000 － － 20,000

合計 20,000 － － 20,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

前中間連結会計期間

（自 平成29年４月１日

   至 平成29年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成30年４月１日

   至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 15,750百万円 13,421百万円

取得日から３ヶ月以内に償還される

短期投資（有価証券勘定）
2,000 －

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △230 △381

現金及び現金同等物 17,520 13,040

 

※２

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

　財務活動によるキャッシュ・フロー、長期借入金の返済による支出のうち△8,000百万円は、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構法第15条第１項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が行っ

た債務引受の額であります。また、道路建設関係社債償還による支出△3,496百万円は、同規定により独立行政法

人日本高速道路保有・債務返済機構が行った債務引受の額であります。

　以上の債務引受に伴い、営業活動によるキャッシュ・フロー、たな卸資産の増減額△3,068百万円には、道路整

備特別措置法第51条第２項ないし第４項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属した

たな卸資産の額13,091百万円が含まれております。
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（リース取引関係）

１. ファイナンス・リース取引

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

 ネットワーク機器であります。

　②リース資産の減価償却の方法

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

 高速道路事業における維持管理用車両、その他の事業における駐車場設備（構築物）等及び事務用機器であ

ります。

　②リース資産の減価償却の方法

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２. オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（1）道路資産の未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

１年内 144,997 144,218

１年超 6,964,659 6,892,939

合計 7,109,656 7,037,157

（注） １. 道路資産の未経過リース料の金額は変動する場合があります。当社及び独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含む協定について、おおむね５年ごとに検討を加

え、必要がある場合には、相互にその変更を申し出ることができるとされております。ただし、道

路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第17条に規定する基

準に適合しなくなった場合等、業務等の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれがある場

合には、上記の年限に関わらず、相互にその変更を申し出ることができるとされております。

 ２. 道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額を

加えた金額（加算基準額）を超えた場合、当該超過額（実績料金収入-加算基準額）が加算されるこ

ととなっております。また、実績料金収入が、計画料金収入から計画料金収入の変動率に相当する

金額を減じた金額（減算基準額）に足りない場合、当該不足額（減算基準額-実績料金収入）が減算

されることとなっております。

 

（2）道路資産以外の未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

１年内 63 74

１年超 170 197

合計 233 272
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（金融商品関係）

   金融商品の時価等に関する事項

 中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注)２.参照）。

 

前連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表

 計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 30,650 30,650 －

(2) 高速道路事業営業未収入金 25,694 25,694 －

(3) 未収入金 3,105 3,105 －

(4) 未収還付法人税等 6 6 －

(5) 未収消費税等 1,333 1,333 －

(6) 有価証券及び投資有価証券 3,500 3,500 －

資産計 64,289 64,289 －

(1) 高速道路事業営業未払金 27,114 27,114 －

(2) 未払金 4,052 4,052 －

(3) 未払法人税等 608 608 －

(4) 未払消費税等 339 339 －

(5) 道路建設関係社債 48,495 48,554 58

(6) 道路建設関係長期借入金 75,794 75,794 －

負債計 156,406 156,465 58
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当中間連結会計期間（平成30年９月30日）

 
連結貸借対照表

 計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 13,421 13,421 －

(2) 高速道路事業営業未収入金 26,778 26,778 －

(3) 未収入金 1,661 1,661 －

(4) 未収還付法人税等 0 0 －

(5) 未収消費税等 17 17 －

(6) 投資有価証券 347 346 △0

資産計 42,226 42,225 △0

(1) 高速道路事業営業未払金 15,334 15,334 －

(2) 未払金 3,765 3,765 －

(3) 未払法人税等 601 601 －

(4) 未払消費税等 936 936 －

(5) 道路建設関係社債 45,000 44,978 △21

(6) 道路建設関係長期借入金 69,333 69,333 －

(7) 長期借入金 7 7 －

負債計 134,979 134,958 △21

(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

 前連結会計年度（平成30年３月31日）

 資 産

   (1)現金及び預金、(2)高速道路事業営業未収入金、(3)未収入金、(4)未収還付法人税等及び(5)未収消費税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

   (6)有価証券及び投資有価証券

 これらは譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

 なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 負 債

   (1)高速道路事業営業未払金、(2)未払金、(3)未払法人税等及び(4)未払消費税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

   (5)道路建設関係社債

 当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

   (6)道路建設関係長期借入金

 これらの時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。

 固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
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 当中間連結会計期間（平成30年９月30日）

 資 産

   (1)現金及び預金、(2)高速道路事業営業未収入金、(3)未収入金、(4)未収還付法人税等及び(5)未収消費税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

   (6)投資有価証券

 これらの時価は、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

        なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 負 債

   (1)高速道路事業営業未払金、(2)未払金、(3)未払法人税等及び(4)未払消費税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

   (5)道路建設関係社債

 当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。

   (6)道路建設関係長期借入金及び(7)長期借入金

 これらの時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。

 固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

 

   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当中間連結会計期間

（平成30年９月30日）

非上場株式 899 294

 これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

 

   ３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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（有価証券関係）

1.満期保有目的の債券

　前連結会計年度（平成30年３月31日）

 

該当事項はありません。

 

　当中間連結会計期間（平成30年９月30日）

 種類
連結貸借対照表計上

額（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えるもの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えないもの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 100 99 △0

（3）その他 － － －

小計 100 99 △0

 合計 100 99 △0

 

２．その他有価証券

　前連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上

額（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

（1）株式 － － －

（2）債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

（1）株式 － － －

（2）債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

（3）その他 3,500 3,500 －

小計 3,500 3,500 －

 合計 3,500 3,500 －
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　当中間連結会計期間（平成30年９月30日）

 種類
連結貸借対照表計上

額（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの

（1）株式 3 2 0

（2）債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

（3）その他 113 94 19

小計 116 96 20

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの

（1）株式 － － －

（2）債券    

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 10 10 △0

 ③その他 － － －

（3）その他 120 134 △13

小計 130 144 △14

 合計 247 240 6
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

 当社グループは、「高速道路事業」、「受託事業」を中核として事業活動を展開しており、当社及びグ

ループ会社の事業の種類別の区分により、経営を管理しております。

 したがって、当社グループにおける事業セグメントは、事業の種類別セグメントにより識別しており、

「高速道路事業」及び「受託事業」の２つを報告セグメントとしております。

 「高速道路事業」においては、阪神高速道路の新設、改築、修繕その他の管理等を実施しております。

「受託事業」においては、国、地方公共団体等の委託に基づき道路の新設、改築等を実施しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結財務
諸表計上額
(注)３ 高速道路事業 受託事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 98,380 1,097 99,477 2,195 101,673 － 101,673

セグメント間の内部

売上高又は振替高
43 － 43 12 55 △55 －

計 98,423 1,097 99,521 2,208 101,729 △55 101,673

セグメント利益又は損

失（△）
312 △7 304 330 634 － 634

セグメント資産 171,482 4,560 176,042 7,997 184,040 27,184 211,224

その他の項目        

減価償却費 2,417 － 2,417 180 2,597 411 3,008

持分法適用会社への

投資額
770 － 770 － 770 － 770

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
1,952 － 1,952 86 2,039 552 2,591
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 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない休憩所等事業、駐車場事業、道路マネジメント事業

等を含んでおります。

       ２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）売上高の調整額△55百万円は、セグメント間取引消去であります。

（2）セグメント資産の調整額27,184百万円は、全社資産であり、その主なものは各事業共用の固定資産、余

剰運用資金等であります。

（3）減価償却費の調整額411百万円は、各事業共用の固定資産の減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額552百万円は、各事業共用の固定資産の設備投資額で

あります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結財務
諸表計上額
(注)３ 高速道路事業 受託事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 107,367 743 108,110 2,328 110,438 － 110,438

セグメント間の内部

売上高又は振替高
33 － 33 29 63 △63 －

計 107,401 743 108,144 2,358 110,502 △63 110,438

セグメント利益又は損

失（△）
349 △12 336 372 708 － 708

セグメント資産 180,888 3,306 184,194 8,048 192,242 24,993 217,236

その他の項目        

減価償却費 2,626 － 2,626 183 2,810 447 3,257

持分法適用会社への

投資額
219 － 219 － 219 － 219

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
2,589 － 2,589 613 3,202 1,048 4,250

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない休憩所等事業、駐車場事業、道路マネジメント事業

等を含んでおります。

       ２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）売上高の調整額△63百万円は、セグメント間取引消去であります。

（2）セグメント資産の調整額24,993百万円は、全社資産であり、その主なものは各事業共用の固定資産、余

剰運用資金等であります。

（3）減価償却費の調整額447百万円は、各事業共用の固定資産の減価償却費であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,048百万円は、各事業共用の固定資産の設備投資額

であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

阪神高速道路株式会社(E04372)

半期報告書

38/62



【関連情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                            （単位：百万円）

 高速道路料金収入 その他 合計

外部顧客への売上高 92,566 9,107 101,673

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるも

のがないため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                            　　　　　　　　　（単位：百万円）

 高速道路料金収入 道路資産完成高 その他 合計

外部顧客への売上高 93,888 13,091 3,458 110,438

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

                                       　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構
13,091 高速道路事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

    （単位：百万円）

 高速道路事業 受託事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 － － 6 － 6

 （注）「その他」の金額は、休憩所等事業等に係る金額であります。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

    （単位：百万円）

 高速道路事業 受託事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 － － 1 － 1

 （注）「その他」の金額は、休憩所等事業等に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

 高速道路事業において、主として㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱が自

己株式を取得し、新たに連結子会社となったことにより、負ののれん発生益3,144百万円を計上しておりま

す。
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（企業結合等関係）

㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱による自己株式の取得

　当社の持分法適用関連会社である㈱情報技術、㈱テクノ阪神、㈱ハイウエイ管制及び阪神施設調査㈱は、

発行済株式の一部を自己株式として平成30年６月27日付で取得しております。

　これに伴い、当社グループが保有する議決権比率がそれぞれ100％となったため、これらの持分法適用関

連会社は当社の連結子会社となりました。

　また、㈱テクノ阪神の連結子会社化に伴い、当社の連結子会社である内外構造㈱に対して当社グループが

保有する議決権比率が増加しました。

 

１．取得による企業結合

　　（1）企業結合の概要

　　　　①被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　　（ア）㈱情報技術　　　　　高速道路のシステムに係る運用管理業務

　　　　　（イ）㈱テクノ阪神　　　　高速道路の機械設備に係る保全点検・維持修繕業務

　　　　　（ウ）㈱ハイウエイ管制　　高速道路の電気通信設備に係る保全点検・維持修繕業務

　　　　　（エ）阪神施設調査㈱　　　建物に係る保全点検・維持修繕業務

　　　　②企業結合を行った主な理由

　　　　　高速道路の保全点検・維持修繕等業務の一層の品質管理体制を確保し、当社グループの企業価値

　　　　の向上を図るため

　　　　③企業結合日

　　　　　平成30年６月27日

　　　　④企業結合の法的形式

　　　　　現金を対価とする自己株式の取得

　　　　⑤結合後企業の名称

　　　　　結合後の企業の名称に変更はありません。

　　　　⑥取得した議決権比率

　　　　　（ア）㈱情報技術

　　　　　　 　企業結合日直前に所有していた議決権比率　　18.0%

　　　　　　　 企業結合日に追加取得した議決権比率　 　　82.0%

　　　　　　　 取得後の議決権比率　       　　　　　　 100.0%

　　　　　（イ）㈱テクノ阪神

　　　　　　　 企業結合日直前に所有していた議決権比率　　15.0%

　　　　　　　 企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　85.0%

　　　　　　　 取得後の議決権比率　       　　　　　　 100.0%

　　　　　（ウ）㈱ハイウエイ管制

　　　　　　　 企業結合日直前に所有していた議決権比率　　20.0%

　　　　　　　 企業結合日に追加取得した議決権比率　 　　80.0%

　　　　　　　 取得後の議決権比率　       　　　　　　 100.0%

　　　　　（エ）阪神施設調査㈱

　　　　　　 　企業結合日直前に所有していた議決権比率　　20.8%

　　　　　　　 企業結合日に追加取得した議決権比率　 　　79.2%

　　　　　　　 取得後の議決権比率　       　　　　　　 100.0%

　　　　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　　　自己株式の取得により、当社グループの持分比率が高まったため
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　　（2）中間連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　 平成30年４月１日から平成30年９月30日まで

 

　　（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　　①㈱情報技術

　　　　　取得の対価　　企業結合日直前に保有していた㈱情報技術の企業結合日の時価　　　　111百万円

　　　　　　　企業結合日に交付した現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　118

　　　　②㈱テクノ阪神

　　　　　取得の対価　　企業結合日直前に保有していた㈱テクノ阪神の企業結合日の時価　　　243百万円

　　　　　　　企業結合日に交付した現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　257

　　　　③㈱ハイウエイ管制

　　　　　取得の対価　　企業結合日直前に保有していた㈱ハイウエイ管制の企業結合日の時価　213百万円

　　　　　　　企業結合日に交付した現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 32

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　245

　　　　④阪神施設調査㈱

　　　　　取得の対価　　企業結合日直前に保有していた阪神施設調査㈱の企業結合日の時価　　163百万円

　　　　　　　企業結合日に交付した現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 14

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　177

 

　　（4）負ののれん発生益の金額及び発生原因

　　　　①負ののれん発生益の金額

　　　　　（ア）㈱情報技術

　　　　　　　　　487百万円

　　　　　（イ）㈱テクノ阪神

　　　　　　　　1,049百万円

　　　　　（ウ）㈱ハイウエイ管制

　　　　　　　　1,002百万円

　　　　　（エ）阪神施設調査㈱

　　　　　　　　　604百万円

　　　　②発生原因

　　　　　受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額が自己株式の取得原価を上回ったため

 

　　（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　　　　　　　　　　　㈱情報技術　　　 ㈱テクノ阪神　 　　㈱ハイウエイ管制　 阪神施設調査㈱

　　　　①資産の額

　　　　　流動資産　　　　923百万円　　　　2,076百万円　　　　1,407百万円　　　　1,122百万円

　　　　　固定資産　　　　 45　　　　　　　　166　　　　　　　　364　　　　　　　　 36

　　　　　資産合計　　　　968　　　　　　　2,242　　　　　　　1,771　　　　　　　1,158

　　　　②負債の額

　　　　　流動負債　　　　212百万円　　　　　780百万円　　　　　314百万円　　　　　299百万円

　　　　　固定負債　　　　149　　　　　　　　154　　　　　　　　209　　　　　　　　 78

　　　　　負債合計　　　　362　　　　　　　　934　　　　　　　　523　　　　　　　　377

 

 

EDINET提出書類

阪神高速道路株式会社(E04372)

半期報告書

42/62



 

２．共通支配下の取引

　　（1）取引の概要

　　　　①結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　内外構造㈱　　構造物に係る保全点検業務

　　　　②企業結合日

　　　　　平成30年６月27日

　　　　③企業結合の法的形式

　　　　　現金を対価とする自己株式の取得

　　　　④結合後企業の名称

　　　　　内外構造㈱

　　　　⑤その他取引の概要に関する事項

　　　　　㈱テクノ阪神の自己株式取得により、内外構造㈱に対する当社グループの持分比率が増加したため

 

　　（2）実施した会計処理の概要

　　　　 「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

　　　　 針」に基づき、共通支配下の取引等のうち非支配株主との取引として処理しております。

 

　　（3）子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

　　　　 被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　　　 ㈱テクノ阪神の自己株式取得により、内外構造㈱に対する当社グループの持分比率が増加したも

　　　　 のであるため、取得対価はありません。

 

　　（4）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

　　　　①資本剰余金の主な変動要因

　　　　　㈱テクノ阪神の自己株式取得により、内外構造㈱に対する当社グループの持分が増加したため

　　　　②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

　　　　　580百万円
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成30年９月30日）

１株当たり純資産額 2,387.55円 2,633.16円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（百万円） 48,333 52,663

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 582 －

（うち非支配株主持分（百万円）） （582） （－）

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
47,751 52,663

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
20,000 20,000

 

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 平成29年４月１日
   至 平成29年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成30年４月１日

   至 平成30年９月30日）

１株当たり中間純利益 253.54円 200.63円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 5,070 4,012

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
5,070 4,012

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,000 20,000

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

 多額な社債の発行

 当社は、平成30年４月27日開催の取締役会の決議（社債900億円以内）に基づき、平成30年10月12日に以下

の条件で社債を発行しております。

区分
阪神高速道路株式会社第19回社債（一般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

発行総額 金400億円

利率 年0.020パーセント

償還方法 満期一括

発行価額 額面100円につき金100円

払込期日 平成30年10月12日

償還期日 平成33年12月20日

担保 一般担保

資金の使途
高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第５条第１項第１号及び第２号の事

業に要する資金に充当

その他 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による重畳的債務引受条項付

 

（２）【その他】

 該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,519 8,007

高速道路事業営業未収入金 25,690 26,746

未収入金 2,706 1,605

未収消費税等 974 －

有価証券 3,500 －

仕掛道路資産 116,172 119,274

貯蔵品 209 192

受託業務前払金 1,953 1,940

前払費用 76 229

その他 538 2,078

貸倒引当金 △11 △6

流動資産合計 180,329 160,067

固定資産   

高速道路事業固定資産   

有形固定資産   

建物 1,769 1,780

減価償却累計額 △572 △608

建物（純額） 1,197 1,171

構築物 18,423 18,440

減価償却累計額 △8,668 △8,982

構築物（純額） 9,755 9,458

機械及び装置 49,589 51,207

減価償却累計額 △31,714 △33,671

機械及び装置（純額） 17,875 17,536

車両運搬具 487 251

減価償却累計額 △397 △190

車両運搬具（純額） 89 61

工具、器具及び備品 310 326

減価償却累計額 △235 △249

工具、器具及び備品（純額） 74 76

建設仮勘定 1,331 2,201

有形固定資産合計 30,324 30,506

無形固定資産   

ソフトウエア 955 859

その他 1 1

無形固定資産合計 956 860

高速道路事業固定資産合計 31,280 31,366
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間

(平成30年９月30日)

関連事業固定資産   

有形固定資産   

建物 1,397 1,397

減価償却累計額 △266 △287

建物（純額） 1,130 1,109

構築物 108 108

減価償却累計額 △30 △32

構築物（純額） 78 75

機械及び装置 0 0

減価償却累計額 － －

機械及び装置（純額） 0 0

車両運搬具 － 0

減価償却累計額 － △0

車両運搬具（純額） － 0

工具、器具及び備品 90 90

減価償却累計額 △66 △74

工具、器具及び備品（純額） 23 16

土地 1,838 1,838

リース資産 62 62

減価償却累計額 △36 △43

リース資産（純額） 25 19

建設仮勘定 0 1

有形固定資産合計 3,097 3,061

無形固定資産   

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 0

関連事業固定資産合計 3,097 3,061

各事業共用固定資産   

有形固定資産   

建物 4,682 4,701

減価償却累計額 △2,053 △2,167

建物（純額） 2,628 2,533

構築物 67 67

減価償却累計額 △35 △38

構築物（純額） 31 28

工具、器具及び備品 617 624

減価償却累計額 △457 △473

工具、器具及び備品（純額） 159 151

土地 1,116 1,116

リース資産 91 91

減価償却累計額 △42 △52

リース資産（純額） 49 39

建設仮勘定 384 65

有形固定資産合計 4,369 3,934

無形固定資産   

ソフトウエア 525 1,246

その他 0 0

無形固定資産合計 526 1,246

各事業共用固定資産合計 4,895 5,181
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当中間会計期間

(平成30年９月30日)

その他の固定資産   

有形固定資産   

土地 311 311

有形固定資産合計 311 311

その他の固定資産合計 311 311

投資その他の資産   

繰延税金資産 396 399

その他 1,288 1,465

貸倒引当金 △22 △21

投資その他の資産合計 1,662 1,842

固定資産合計 41,247 41,763

資産合計 ※１ 221,576 ※１ 201,831

負債の部   

流動負債   

高速道路事業営業未払金 22,308 14,045

未払金 2,474 2,759

リース債務 31 31

未払費用 372 721

未払法人税等 370 414

未払消費税等 141 703

受託業務前受金 1,036 1,162

前受金 14 272

預り金 12,829 8,426

賞与引当金 733 826

その他 660 1,119

流動負債合計 40,971 30,483

固定負債   

道路建設関係社債 ※１ 48,495 ※１ 45,000

道路建設関係長期借入金 75,794 69,333

リース債務 43 27

受入保証金 53 58

退職給付引当金 14,569 14,692

役員退職慰労引当金 26 25

ETCマイレージサービス引当金 32 42

固定負債合計 139,015 129,180

負債合計 179,987 159,663

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金   

資本準備金 10,000 10,000

資本剰余金合計 10,000 10,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 143 141

高速道路事業別途積立金 11,801 12,181

安全対策・サービス高度化積立金 － 6,309

繰越利益剰余金 9,643 3,535

利益剰余金合計 21,588 22,167

株主資本合計 41,588 42,167

純資産合計 41,588 42,167

負債・純資産合計 221,576 201,831
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②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

高速道路事業営業損益   

営業収益   

料金収入 92,566 93,888

道路資産完成高 5,452 13,091

受託業務収入 1 0

その他の売上高 5 8

営業収益合計 98,025 106,988

営業費用   

道路資産賃借料 71,095 72,528

道路資産完成原価 5,452 13,091

管理費用 21,150 20,957

受託業務費用 1 0

営業費用合計 97,699 106,577

高速道路事業営業利益 325 411

関連事業営業損益   

営業収益   

受託業務収入 1,097 743

駐車場事業収入 274 285

休憩所等事業収入 35 33

その他営業事業収入 572 585

営業収益合計 1,979 1,648

営業費用   

受託業務費用 1,105 755

駐車場事業費 113 118

休憩所等事業費 32 34

その他営業事業費 643 617

営業費用合計 1,894 1,525

関連事業営業利益 85 122

全事業営業利益 411 533

営業外収益 ※１ 389 ※１ 245

営業外費用 ※２ 6 ※２ 5

経常利益 793 774

特別利益 ※３ 6,756 ※３ 0

特別損失 ※４ 3 ※４ 1

税引前中間純利益 7,547 773

法人税、住民税及び事業税 102 197

法人税等調整額 2,140 △2

法人税等合計 2,242 194

中間純利益 5,304 578
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 
固定資産
圧縮積立金

高速道路
事業

別途積立金

安全対策・
サービス高
度化積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,000 10,000 148 11,823 － 4,269 16,241 36,241 36,241

当中間期変動額          

固定資産圧縮積立金の
取崩

  △2   2 － － －

別途積立金の積立    － － － － － －

別途積立金の取崩    △21  21 － － －

中間純利益      5,304 5,304 5,304 5,304

当中間期変動額合計 － － △2 △21 － 5,329 5,304 5,304 5,304

当中間期末残高 10,000 10,000 145 11,801 － 9,598 21,546 41,546 41,546

 

当中間会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

        (単位：百万円)

 株主資本

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 

資本準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 
固定資産
圧縮積立金

高速道路
事業

別途積立金

安全対策・
サービス高
度化積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 10,000 10,000 143 11,801 － 9,643 21,588 41,588 41,588

当中間期変動額          

固定資産圧縮積立金の
取崩

  △2   2 － － －

別途積立金の積立    380 6,309 △6,689 － － －

別途積立金の取崩    －  － － － －

中間純利益      578 578 578 578

当中間期変動額合計 － － △2 380 6,309 △6,108 578 578 578

当中間期末残高 10,000 10,000 141 12,181 6,309 3,535 22,167 42,167 42,167
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法によっております。

 その他有価証券

 時価のないもの

   移動平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産

 評価基準は主として原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

 仕掛道路資産

 個別法を採用しております。

 なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務

費・人件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用等資産の取得に要した費

用の額を加えた額としております。

 また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建設

価額に算入しております。

 貯蔵品

 主として個別法を採用しております。

２. 固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

構築物         ５～60年

機械及び装置   ５～17年

 また、阪神高速道路公団から承継した資産については、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用年数によってお

ります。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時に一括費用処理しております。

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数　

（９～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4）役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計上しております。
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(5）ＥＴＣマイレージサービス引当金

 ＥＴＣマイレージサービス制度による高速道路通行料金割引に備えるため、マイレージポイント発生見込額を計

上しております。

４. 収益及び費用の計上基準

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

道路資産完成高

 工事完成基準を適用しております。

受託業務収入

 当中間会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

５. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、中間連結財務諸表におけるこれらの会

計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

　　　　　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　　　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）を当中間会計期間

　　　　　の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

　　　　　する方法に変更しております。

　　　　　　この結果、前事業年度の貸借対照表において計上していた「流動資産」の「繰延税金資産」403百万円は、

　　　　　「固定負債」の「繰延税金負債」６百万円と相殺したうえで「投資その他の資産」の「繰延税金資産」396百

　　　　　万円として表示しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

高速道路株式会社法第８条の規定により、以下の社債について、当社の総財産を担保に供しております。

  
前事業年度

（平成30年３月31日）

当中間会計期間

（平成30年９月30日）

道路建設関係社債  48,495百万円（額面48,500百万円） 45,000百万円（額面45,000百万円）

 

 なお、上記に加えて、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構に引き渡した道路建設関係社債126,100百万円（額面）（前事業年度132,600百万円

（額面））について、当社の総財産を担保に供しております。

 

２ 偶発債務

 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の保有する債券等に対して、次のとおり債務保証を行っており

ます。

(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

が阪神高速道路公団から承継した債券（国が保有している債券を除く。）に係る債務については、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）

当中間会計期間

（平成30年９月30日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 15,000百万円 15,000百万円

 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第15条の規定により、高速道路の新設、改築、修繕又は

災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き

渡した額のうち、以下の金額については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を

負っております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）

当中間会計期間

（平成30年９月30日）

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 149,100百万円 150,600百万円

 

 なお、上記引渡しにより、以下の債務が減少しております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）

当中間会計期間

（平成30年９月30日）

道路建設関係社債 25,000百万円 3,496百万円

道路建設関係長期借入金 － 8,000
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（中間損益計算書関係）

※１ 営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年９月30日）

受取配当金 328百万円 199百万円

有価証券利息 0 0

受取利息 0 0

土地物件貸付料 41 24

原因者負担収入 7 6
 
 

※２ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年９月30日）

支払利息 4百万円 4百万円

 

※３ 特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年９月30日）

固定資産売却益（土地等） 100百万円 0百万円

厚生年金基金代行返上益 6,656 －

 

※４ 特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前中間会計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年９月30日）

減損損失 3百万円 1百万円

固定資産除却費 0 0

 

 ５ 減価償却実施額

 

前中間会計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成30年４月１日

  至 平成30年９月30日）

有形固定資産 2,376百万円 2,545百万円

無形固定資産 200 229
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（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式383百万円、当中間会計期間の中

間貸借対照表計上額は子会社株式383百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 多額な社債の発行

 当社は、平成30年４月27日開催の取締役会の決議（社債900億円以内）に基づき、平成30年10月12日に以下

の条件で社債を発行しております。

区分
阪神高速道路株式会社第19回社債（一般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

発行総額 金400億円

利率 年0.020パーセント

償還方法 満期一括

発行価額 額面100円につき金100円

払込期日 平成30年10月12日

償還期日 平成33年12月20日

担保 一般担保

資金の使途
高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第５条第１項第１号及び第２号の事

業に要する資金に充当

その他 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による重畳的債務引受条項付

 

（２）【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第13期）（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）平成30年６月25日近畿財務局長に提出

 

(2）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成30年７月27日近畿財務局長に提出

 

(3）訂正発行登録書（普通社債）

平成30年７月27日近畿財務局長に提出

 

(4）訂正発行登録書（普通社債）

平成30年８月６日近畿財務局長に提出

 

(5）発行登録追補書類（普通社債）及びその添付書類

平成30年10月５日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】
 該当事項はありません。

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

１【当該会社の情報の開示を必要とする理由】

 当社が発行した第13回ないし第19回社債（いずれも、一般担保付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

重畳的債務引受条項付）（以下これらを総称して「当社債」といいます。）には保証は付されておりません。しかし

ながら、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」といいます。）は、独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）（以下「機構法」といいます。）第15条第１項に従い、当社が新

設、改築、修繕又は災害復旧した高速道路（注１）に係る道路資産（注２）が道路整備特別措置法（昭和31年法律第

７号）（以下「特措法」といいます。）第51条第２項ないし第４項の規定により機構に帰属する時（注３）におい

て、機構法第14条第１項の認可を受けた業務実施計画に定められた機構が当社から引き受ける新設、改築、修繕又は

災害復旧に要する費用に係る債務の限度額の範囲内で、当該高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用

に充てるために当社が負担した債務を引き受けなければならないこととされております。当社債は、機構に帰属する

こととなる上記道路資産に対応する債務として当社が当社債にかかる債務を選定することを前提として、償還期日ま

でに機構により重畳的に債務引受けされることとなるため、機構に係る情報の開示を行うものです。

 なお、第13回ないし第15回社債は、機構により重畳的に債務引き受けされております。

 （注）１．高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第２条第２項に規定する高速道路であって、大阪市の区

域、神戸市の区域、京都市の区域（大阪市及び神戸市の区域と自然的、経済的及び社会的に密接な関係

がある区域に限る。）並びにそれらの区域の間及び周辺の地域内の自動車専用道路等のうち、国土交通

大臣が指定するものをいいます。

２．道路（道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路をいいます。）を構成する敷地又

は支壁その他の物件（料金の徴収施設その他政令で定めるものを除くものとします。）をいいます。

３．当社が高速道路の新設又は改築のために取得した道路資産は、原則として、あらかじめ公告する工事完

了の日の翌日以後においては、機構に帰属し、機構に帰属する日前においては当社に帰属します。ただ

し、当社及び機構が国土交通大臣の認可を受けて機構に帰属する道路資産の内容及び機構に帰属する予

定年月日を記載した道路資産帰属計画を定めたときは、当該道路資産は、当該道路資産帰属計画に従い

機構に帰属することとなります。また、当社の行う高速道路の修繕又は災害復旧によって増加した道路

資産は、当該修繕又は災害復旧に関する工事完了の日の翌日に機構に帰属します。
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〈対象となる社債〉

（平成30年12月21日現在）

有価証券の名称 発行年月日
発行価額の総額（百万
円）

上場金融商品取引所又は
登録認可金融商品取引業
協会名

阪神高速道路株式会社第13回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）（注１）

平成27年10月14日 15,000 非上場

阪神高速道路株式会社第14回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）（注２）

平成28年２月25日 35,000 非上場

阪神高速道路株式会社第15回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）（注３）

平成28年10月13日 25,000 非上場

阪神高速道路株式会社第16回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）

平成29年２月27日 15,000 非上場

阪神高速道路株式会社第17回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）

平成29年10月12日 20,000 非上場

阪神高速道路株式会社第18回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）

平成30年２月27日 10,000 非上場

阪神高速道路株式会社第19回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付）

平成30年10月12日 40,000 非上場

（注）１．平成28年９月30日付で機構により重畳的に債務引き受けされております。

     ２．平成29年３月31日付で機構により重畳的に債務引き受けされております。

     ３．平成30年３月30日付で機構により重畳的に債務引き受けされております。
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２【継続開示会社たる当該会社に関する事項】

 該当事項はありません。

 

３【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構について

 機構は、高速道路に係る道路資産の保有並びに当社、東日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西

日本高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱（以下、これらの株式会社を総称して、又は文脈によりそのいずれかを

「高速道路会社」といいます。）に対するかかる資産の貸付け、承継債務及びその他の高速道路の新設、改築等に係

る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会

社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを目的として、平成17年10月１日に設立された独立行政

法人です。

平成30年９月30日現在の機構の概要は下記のとおりです。

① 名称     独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

② 設立根拠法 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法

③ 主たる事務所の所在地

         神奈川県横浜市西区高島一丁目１番２号

         子会社及び関連会社はありません。

④ 役員 機構法第７条第１項の規定により、機構には、役員としてその長である理事長及び監事２人を置くと

         されており、いずれも、国土交通大臣により任命されます。

         また、同条第２項の規定により、役員として理事３人以内を置くことができるとされており、平成30年

         ３月31日現在、３名が任命されております。理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐して

         機構の業務を掌理しております。なお、役員の任期は以下のとおりです。

         理事長・・・平成34年３月31日まで（中期目標の期間の末日まで）

         理 事・・・平成31年９月30日まで（２年）

         監 事・・・平成33年度の財務諸表承認日まで（中期目標の期間の最後の事業年度についての財務諸表

                     承認日まで）

⑤ 資本金及び資本構成

         平成30年３月31日現在の機構の資本金及び資本構成は下記のとおりであり、資本金は、その全額を国

         及び関係地方公共団体が出資しております。

         Ⅰ 資本金                                                              5,637,664百万円

                政府出資金                                                       4,101,908百万円

                地方公共団体出資金                                               1,535,756百万円

         Ⅱ 資本剰余金                                                            841,603百万円

                資本剰余金                                                             228百万円

                日本道路公団等民営化関係法施行法第15条による積立金                 850,932百万円

                損益外除売却差額相当額                                                △54百万円

                損益外減価償却累計額                                               △7,441百万円

                損益外減損損失累計額                                               △2,061百万円

         Ⅲ 利益剰余金                                                          5,769,409百万円

         純資産合計                                                             12,248,677百万円

         機構の財務諸表は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）（以下「通則法」といいます。）、機構

         法、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解等に基づき作成されます。

         機構の財務諸表は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を

         受けておりませんが、毎事業年度、国土交通大臣の承認を受ける必要があります（通則法第38条）。また、

         その監査については、機構の監事（通則法第19条第４項）及び会計監査人（通則法第39条）により実施され

         るもののほか、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第22条第５号の規定に基づき、会計検査院によっても

         実施されます。
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⑥ 事業の内容

(a）目的         高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行うことによ

り、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関

する事業の円滑な実施を支援すること

(b）業務の範囲 （ⅰ）高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け

（ⅱ）承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。）

（ⅲ）協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費

用に充てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済（返済のための借入れ

に係る債務の返済を含みます。）

（ⅳ）政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、当社又は首都

高速道路㈱に対する阪神高速道路又は首都高速道路の新設又は改築に要する費用の

一部の無利子貸付け

（ⅴ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路の災害復旧

に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅵ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路のうち当該

高速道路と道路（高速道路を除きます。）とを連結する部分で国土交通省令で定め

るものの整備に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅶ）政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、当社又は首都高速

道路㈱に対する阪神高速道路又は首都高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に

要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅷ）高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に

要する費用の縮減を助長するための必要な助成

（ⅸ）高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合におい

て、特措法及び災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき当該高速道路に

ついて行うその道路管理者の権限の代行その他の業務

（ⅹ）本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法（昭和56

年法律第72号）に規定する業務

（xi）本州と四国を連絡する鉄道施設の管理

（xⅱ)上記（xi）の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務

(c）事業にかかる関係法令

機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりであります。

（ⅰ）機構法

（ⅱ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令（平成17年政令第202号）

（ⅲ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省

令第64号）

（ⅳ）通則法

（ⅴ）日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16年法律第102号）

（ⅵ）高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）

 なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより平成77年９月30日までに解散

すること、また同条第２項により、高速道路勘定において解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日におい

て少なくとも資本金に相当する額を残余財産としなければならない旨が規定されております。また、日本道路公団等

民営化関係法施行法附則第２条においては、同法施行後10年以内に、政府が日本道路公団等民営化関係法の施行の状

況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨が定められておりましたが、平成27年７月に国土

交通省が、機構及び高速道路会社が自ら行った業務点検や「高速道路機構・会社の業務点検検討会」における意見を

もとに「高速道路機構・会社の業務点検」をとりまとめております。

 

第３【指数等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 平成30年12月18日

阪神高速道路株式会社  

 

 取締役会 御中   

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西原 健二   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福竹   徹   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成30年

４月１日から平成30年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

 中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、阪神高速道路株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 

 （注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 平成30年12月18日

阪神高速道路株式会社  

 

 取締役会 御中   

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西原 健二   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福竹   徹   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成30年４

月１日から平成30年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

 中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、阪神高速道路株式会社の平成30年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成30年４月１

日から平成30年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 

 （注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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